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１ はじめに 

 名古屋環状２号線は、名古屋市の外周を通過する延長６６．２ｋｍの環状道路である（図

－１）。ここでは騒音に対する沿道の環境保全の観点から図－２のように複合的な対策を

行っていたが、近年の交通量増加などから一部の地点で環境基準等を超過している状況に

あった。そこで、沿道環境の改善を目指し平成１５年度より騒音対策の検討を開始した。 

 
  図－１ 名古屋環状２号線     
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２ 検討内容 

２．１ 名古屋環状２号線における

 本路線は昭和５７年の都市計画変
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表－１　騒音に係る環境基準（ＬＡｅｑ）

幹線交通を担う道路に近接する空間とは次の車線数の区分に応じ道路端からの距離に

その範囲を特定する。

（１）２車線以下の車線を有する幹線交通を担う道路　１５ｍ

（２）２車線を超える車線を有する幹線交通を担う道路　２０ｍ
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         図－２ 現況の対策状況 

区間を対象に行った。音の伝搬調査や模型実験等を元

るとともに、延長８００ｍの試験的な総合対策区間を

果、標準部においては環境基準等を満足することがで

策結果によって得られた騒音対策について報告する。 

験者による「名古屋環状２号線道路交通騒音対策検討

ら各段階で照査いただいている。 

騒音の基準 

更の際、環境影響評価書において保全目標を記載して

レベルの中央値）を評価指標として設定している。

騒音レベル）を評価指標としているため、２つの基

。しかしながら、交差点部や側道との出入り口となる

や保全目標を達成できていない状況にある。 
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表－２　環境影響評価書の保全目標（ＬＡ５０）

A地域：第１・２種住居専用地域及び住居地域

Ｂ地域：近隣商業地域、商業地域、準工業地域、工業地域、用途指定が定められていない地域
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２．３ 騒音対策の立案 

 現況把握結果をふまえ騒音対策を立案し、試験的に
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２．２．２ 反射箇所の

 図－４より騒音に反射
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図－４ 音源別・伝播経路別の状況把握 

直接届く

達音)と
る音(反
それぞ

ぐらい

大きい。

３０２号

の影響が

い。

２号からの、直達音及び反射音を低減する対策」が望まし

明るい部分明るい部分明るい部分 

影響していることがわか
※図中○数字は騒音測定点を示す。



 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 

◆開口部の直達音を低減するためクランク化 

図－６ 各対策の説明 

音を音で消す！ 

逆位相の音 騒音 

分岐型ＡＳＥ 

 

遮音壁を設置しても騒音は通り抜ける 

◆直達音・反射音を低減するため遮音壁を嵩上げ 

 
◆直達音を低減するために、遮音壁の先端に先端改良を実施 

３ 実施結果 

３．１ 騒音測定結果 

 騒音を測定した結果を表－３に示す。なお測定値については、

に問題となる夜間について示している。 
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３．２ 考察 

３．２．１ 先端改良の効果 

 表－３①より、先端改良（ＡＳＥ、分岐型）による騒音低減効果は、先端改良の無い場

合と比較して顕著な差が見られなかった。これは十分な遮音壁の嵩上げにより回り込み音

が低減されているため先端改良の効果がはっきりと現れなかったことが考えられる。 

 当箇所においては遮音壁高さが十分にとれたが、遮音壁高さのとれない高架道路や著し

く重交通が多く回り込み音が多い箇所などでは、先端改良が有効であると考えられる。設

置には地域特性を踏まえて行うことが重要である。 

３．２．２ 開口部対策の効果 

 表－３②より、開口部対策においてはクランク化で最も騒音低減効果が確認された。こ

れは音を直接遮蔽する効果が最も効果的であるためと考えられる。 

３．３．３ 中央分離帯遮音壁による効果 
 表－３③より、中分遮音壁の騒音低減効果が確認された。特に開口部・交差点部で騒音

低減効果が高かった。これは反対車線からの直達音が遮蔽されたためと考えられる。 

 またＬＡ５０について効果が大きく現れている件については次のような理由が考えられる。 

 

②騒音エネルギーは以下のようなイメージとなる 

  総合対策前  

中央分離帯遮音壁設置前  

総合対策後  
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３ｍ

③騒音を累積度数分布に表すと以下のようになる。 
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①中央分離帯遮音壁の設置により遠車線の影響が小さ

くなる。 

図―７ ＬＡ５０に関する考察 

 
４ 結び 

 今回の検討で、標準部において騒音の環境基準・環境保全目標が達成された。また、開

口部対策にはクランク化や中央分離帯遮音壁が有効であることなど、技術的な知見も得ら

れた。この成果はあくまで試験的なものであるが、コスト等も勘案し地域にあった対策を

抽出した上で、今後も快適な沿道環境の整備に努めて参りたい。 


